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第１ 経営健全化の期間 

平成１８年度から平成２２年度までの５ヵ年 

 

 

 

 
第２ 経営健全化の基本方針 

相模原市は、秩序ある都市環境の計画的整備を促進するため、相模原市土地開発公社による公

共用地等の確保を図ってきた。 

しかし、本市の財政事情の悪化により、当初の計画どおり先行取得土地（事業用地）の買戻し

が進まないことが大きな要因となって、保有期間の長期化が進んでいる。平成１６年度末での

保有面積は１２６，８９１㎡、帳簿価額が２８３億円、５年以上保有している土地の面積は 

９５，１３５㎡（全体の７５．０％）、帳簿価額は２１６億円（全体の７６．４％）となっている。 

また、買戻しの遅延に伴い、買取ることなく事業の用に供する供用済土地及び暫定利用土地も

増加している。 

次に代替地についてだが、保有期間の長期化が事業用地以上に顕著であり、５年以上保有して

いる土地が全体の８７．６％（帳簿価額ベース）を占めている。土地取得事業の縮減に伴う代替

地需要の減少やバブル崩壊による地価下落等がその要因と考えられるが、本来の事業用地の代替

地としての目的が終了している用地については早急な処分が求められている。 

さらに、昨今の地価下落により代替地の処分にあたっては、多額の差損が生じる見込みである。 

このように、公社は多くの課題を抱えており、金利負担等で帳簿価額が更に膨らみ、市の財政

を圧迫して都市施設の整備の推進に支障をきたさぬようにするため、平成１６年の総務事務次官

通知「土地開発公社経営健全化対策」を踏まえ、公社保有地について、市の総合計画や主要事業

計画と連携した中で、「相模原市土地開発公社経営健全化計画」を策定し、代替地の処分に伴う損

失に対し補助金を交付するなど、公社の抜本的な経営改善に取り組んでいく。 

 

目標 保有土地の簿価総額の減少 
    

標準財政規模に対する債務保証対象土地の比率を０．２５以下とし、保有期間が

５年以上の簿価総額の比率を０．１０以下とする。 
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 第３ 公社経営健全化計画実施のための体制 

 

相模原市においては、相模原市常設主管会議規程に基づき「本市の土地利用に関し調整を要す

る事項に関すること」等を所掌する土地活用・調整会議が設置されている。当該会議の下部組織

には、低利用又は未利用な市有財産の取扱いや活用方針の策定等を協議するための市有地等検討

部会が置かれており、その中で土地開発公社の保有土地の買戻し方針等を検討してきた。 

今後も同会議等において健全化計画の進行管理・計画管理を行っていく。 

 

土地活用・調整会議           市有地等検討部会 

企画部長（座長） 

企画部次長 

調整参事 

企画政策課長 

土地利用調整課長 等 

土地利用調整課長（座長） 

企画政策課 

財務課 

保健福祉総務課 

こども施設課 

公園課 

都市交通計画課 

駐車場対策課 

相模大野駅周辺整備事務所 

小田急相模原駅周辺整備事務所 

道路整備課 

河川整備課 

消防総務課 等 
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第４ 各年度の用地取得・処分・保有計画 

（単位：百万円） 

区分 

平成 16 年度 

（基準年度）

平成 17 年度

（策定年度）

平成 18 年度

（初年度）

平成 19 年度

（第２年度）

平成 20 年度 

（第３年度）

平成 21 年度

（第４年度）

平成 22 年度

（第５年度）

公有地先行取得事業に係る計画       

年度初保有額 40,057 30,752 29,209 28,522 25,441 22,888 20,866

取得計画額 744(※) 3,586 1,842 1,837 1,662 2,000 2,000

処分計画額 10,432 5,529 2,929 5,218 4,515 4,222 4,344

設立・出資団体による取得 9,430 4,496 2,776 5,035 4,168 4,028 4,061

うち土地開発基金に 

よる取得 
0 0 0 0 0 0 0

うち地方債による 

供用済み土地の取得額 
0 0 0 0 1,007 868 393

うち地方債による 

有効利用を目的とした 

土地の取得額 

0 0 0 0 0 0 0

 

うち公共用先債の 

弾力運用額 
0 0 0 0 0 0 0

国、その他の地方公共団体等

による取得 
0 0 0 0 0 0 0

 

民間売却 1,002 1,033 153 183 347 194 283

当該年度利子・管理費等（簿

価計上分） 
383 400 400 300 300 200 200

年度末保有額 30,752 29,209 28,522 25,441 22,888 20,866 18,722

 

時価処分による損益 ▲688 ▲482 ▲44 ▲91 ▲149 ▲99 ▲188

土地造成事業に係る計画 － － － － － － －

年度末保有額 － － － － － － －

取得計画額 － － － － － － －

当該年度造成費 － － － － － － －

当該年度利子・管理費等（簿

価計上分） 
－ － － － － － －

販売計画額 － － － － － － －

 

年度末保有額 － － － － － － －

※ 平成１８年３月２０日に合併した２町からの取得額含む。 
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 第５ 債務保証等対象土地の詳細処分計画 

（単位：百万円） 

番

号 
資 産 区 分 

簿 価 

（計画策定時）
処 分 方 針 

処分予定 

年  度 

事業予定 

年  度 

1 
（仮称）旭町公園用地 

ほか１４用地 
２，１２１ 当初用途で市が再取得 平成 18 年度 平成 18 年度

2 
田名新宿下用地ほか 

２用地（代替地） 
１５３ 民間売却 平成 18 年度 － 

3 

小田急相模原駅北口 

自転車駐車場用地ほか

１３用地 

２，９８４ 当初用途で市が再取得 平成 19 年度 平成 19 年度

4 
東林間８丁目用地ほか

１用地（代替地） 
１８３ 民間売却 平成 19 年度 － 

5 
準用河川鳩川用地ほか

１６用地 
２，８２４ 当初用途で市が再取得 平成 20 年度 平成 20 年度

6 
鵜野森鹿島森用地ほか

１用地（代替地） 
３４７ 民間売却 平成 20 年度 － 

7 

陽光台地区こどもセン

ター・児童クラブ用地 

ほか９用地 

２，５５７ 当初用途で市が再取得 平成 21 年度 平成 21 年度

8 
双葉２丁目用地ほか 

１用地（代替地） 
１９４ 民間売却 平成 21 年度 － 

9 
都市計画道路相原宮下

線用地ほか８用地 
２，０２６ 当初用途で市が再取得 平成 22 年度 平成 22 年度

10 
青葉２丁目用地ほか 

２用地（代替地） 
２８３ 民間売却等 平成 22 年度 － 

備考１ 平成１６年度末に保有している用地 

２ 簿価の数値は平成１６年度末を使用 
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 第６ その他の経営健全化のための具体的措置 

 

１ 保有土地の暫定利用 

保有土地については、その用途に供するまでの間、最終的な利用の妨げとならない範囲で、駐車

場等への有償貸し付け等による積極的な利用を図る。 

 

２ 自己資本等の活用による借入金の圧縮 

（１） 準備金の債務保証対象土地への充当による借入金の圧縮 

（２） 市貸付金の債務保証対象土地への充当による借入金の圧縮 

 

３ 事業資金の借入方法の見直し 

「相模原市土地開発公社事業資金借入基準」の見直しを通じて、金利等の借入条件の改善を図

る。 

 

４ 用地の新規取得の抑制 

（１） 新規取得は、総合計画等に位置付けられた事業で、事業実施及び買戻しが５年以内に確実な

事業のみとする。 

（２） 代替地を新規に取得する場合は、その処分目的、処分先が明確なものに限る。 

 

５ 供用済土地の解消 

（１） 供用済土地を平成２２年度までに買戻す。 

（２） 原則として、新たな供用開始は行わない。 

（３） 供用済土地（暫定利用土地含む）について、市が公社へ使用料を支払うこととする。 

 

６ 代替地の処分等 

代替地を次の２つにグループ分けし、平成２２年度末までに計画的に処分を進める。 

（１） 当初の買取りの目的以外の活用を検討（事業用地へ転換） 

（２） 一般処分（公募抽選、一般競争入札） 

 

 

 

 

５ 



７ その他 

（１） 事業用地の新規取得に際し、市の買戻し予定時期について一律で最長５年とせず、各事業

の実施計画を踏まえた中で適切な時期を設定する。 

（２） 公有地の先行取得に関する契約書に記載された買戻し時期については、厳守するものとす

る。財政上の理由など、やむを得ない理由により期日を延長する場合は、事業計画を再検

討した上で必要最低限の期間延長とし、変更契約を締結する。 

 

 

 

 第７ 設立・出資団体による支援措置 

 

１ 代替地の処分に伴う損失に対し、補助金を交付する。 

２ 無利子貸し付けの継続 

  平成１７年３月３１日現在約２，３２５百万円 

 

 

 

 

第８ 設立・出資団体における用地取得依頼手続等の改善 

公有地の先行取得の依頼については、買戻し時期、用地費・補償費及び用途を明示した公有地

の先行取得に関する契約を書面で締結している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 



 

 

（単位：百万円） 

第９ 達成すべき経営指標の目標値 

区分 

平成 16 年度 

（基準年） 

平成 17 年度

（策定年度）

平成 18 年度

（初年度）

平成 19 年度

（第２年度）

平成 20 年度 

（第３年度）

平成 21 年度

（第４年度）

平成 22 年度

（第５年度）

設立・出資団体の債務保証・損失

補償に係る土地簿価総額／設立・

出資団体標準財政規模 

０．２６９ ０．２５４ ０．２４８ ０．２１９ ０．１９５ ０．１７５ ０．１５５

設立・出資団体の債務保証・損失

補償に係る土地のうち保有期間が

５年以上であるものの簿価総額／

設立・出資団体標準財政規模 

０．２０３ ０．１８２ ０．１８０ ０．１７０ ０．１４２ ０．１２０ ０．０９９

供用済土地の簿価総額 ４，５２２ ３，５８８ ３，１７３ ２，２６８ １，２６１ ３９３ ０

設立・出資団体への 

土地売却未収金残高 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

用途不明確土地の簿価総額 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

備考 標準財政規模については平成１６年度に２町（津久井町、相模湖町）と合併したものとして算出（１市２町の合計数値） 

７ 


